
前橋市認可外保育施設指導監督実施要綱 
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   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う。）に基づき、認可外保育施設の設置及び運営に関する事項並びに市の指導監

督に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「認可外保育施設」とは、法第６条の３第９項から第１２

項までに規定する業務又は第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設であ

って、法第３４条の１５第２項若しくは第３５条第４項の認可又は就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第

７７号。以下「認定こども園法」という。）第１７条第１項の認可を受けていな

いもの（法第５８条の規定により児童福祉施設若しくは家庭的保育事業等の認可

を取り消された施設又は認定こども園法第２２条第１項の規定により幼保連携型

認定こども園の認可を取り消された施設を含む。）をいう。 

（施設の種別） 

第３条 認可外保育施設の種別は、次のとおりとする。 

 (1) 届出対象施設（法第５９条の２第１項に規定する届出の対象となる施設をい

う。以下同じ。） 

施設の種別 内  容 

夜間保育施設 午後８時から午前７時までの全部又は一部の時間帯に開

設しているもの（２４時間開設しているものを含む。） 

一時預かり施設 午前７時から午後８時までの全部又は一部の時間帯に開

設しているもので、利用者の半数以上が一時預かり（月



極等の継続的な利用形態でないものをいう。）であるも

の 

居宅訪問型保育事

業 

乳児・幼児の居宅において保育を行うもの 

事業所内保育施設 事業主が雇用する労働者の監護する乳幼児を保育するた

めに自ら設置する施設又は事業主から委託を受けて保育

を実施する施設（事業主団体や児童福祉法施行規則（昭

和２３年厚生省令第１１号）第１条の３２の２第１項に

規定する組合等がその構成員である事業主の雇用する労

働者の監護する乳幼児を保育するために設置するものを

含む。） 

病院内保育施設 事業所内保育施設のうち、医療機関に設置されるもの。

ただし、労働者でなく利用者の監護する乳幼児を保育す

ることを目的とするものは、店舗内保育施設とする。 

幼稚園併設施設 幼稚園を設置する者が当該幼稚園と併せて設置している

もの（幼稚園を設置する者が当該幼稚園と併せて設置し

ている施設において、幼稚園における子育て支援活動等

と独立して実施されており、余裕教室や敷地内の別の建

物など在園児と区分された専用のスペースで専従の職員

による保育が実施されているものをいう。以下同じ。） 

一般認可外保育施

設 

午前７時から午後８時までの全部又は一部の時間帯に開

設しているもので、利用者の半数以上が月極等の継続的

な利用形態であるものであって、上記各施設のいずれに

も該当しないもの 

 

(2) 届出対象外施設（児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第４９条

の２第１項に規定する届出の対象外となる施設をいう。以下同じ。） 

施設の種別 内  容 

店舗内保育施設 店舗その他の事業所において商品の販売又は役務の提供

を行う事業者が商品の販売又は役務の提供を行う間に限

り、その顧客の監護する乳幼児を保育するために自ら設

置する施設又は当該事業者からの委託を受けて当該顧客

の監護する乳幼児を保育する施設（デパート、自動車教



習所、診療所等に付置された施設等複数の店舗又は事業

所が共同で設置するものを含む。）これらの施設であっ

ても利用者が顧客であるかどうか若しくはその利用が役

務の提供を受ける間のみかどうかが明らかでない場合

は、届出対象施設とする。 

親族間等の預かり

合い 

設置者の４親等内の親族又はこれに準ずる密接な人的関

係を有するものを対象とするもの（利用乳幼児の保護者

と親しい友人や隣人等の場合であっても、広く一般に利

用者の募集を行うなど、不特定多数を対象に業として保

育を行っている者が、たまたま親しい知人や隣人の子ど

もを預かる場合は届出の対象となる。） 

臨時設置保育施設 半年を限度として臨時に設置されるもので、イベント付

置施設等であるもの 

保育機能施設 認定こども園法第３条第３項に規定する連携施設（幼稚

園型認定こども園）を構成する保育機能施設 

 

 （指導監督の事項及び方法） 

第４条 この要綱に基づく指導監督は、別表に定める前橋市認可外保育施設指導監督

基準（以下「指導監督基準」という。）により実施する。ただし、市長が特に認

めた場合には、指導監督基準の一部を適用しないことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証

明書（以下「証明書」という。）の交付を希望し、又は既に交付されている施設

に対しては、認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成１３年３月

２９日雇児発第１７７号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の別添の認可

外保育施設指導監督基準により指導監督を行う。 

   第２章 届出及び報告等 

 （認可外保育施設の把握） 

第５条 市長は、認可外保育施設からの届出がない場合であっても、関係機関等の協

力を得て、その速やかな把握に努めるものとする。 

 （事前指導） 

第６条 市長は、認可外保育施設の開設について設置予定者等から相談があった場合

又は設置について情報を得た場合は、法に基づく指導監督の趣旨及び内容等を説

明するとともに、法及び関係法令並びに指導監督基準の遵守を求めるものとす

る。この場合において、当該認可外保育施設が届出対象施設に該当するときは、



法令に定める届出を行うよう指導するものとする。 

 （開設等の届出） 

第７条 届出対象施設の設置者は、事業開始後１月以内に、認可外保育施設設置届出

書（前橋市児童福祉法施行細則（以下「細則」という。）第１７条第３６号に定

める様式をいう。）を提出するものとする。 

２ 前項の届出を行った施設の設置者は、当該施設が届出対象外施設となったとき

は、その旨が確認できる書類を市長に提出するものとする。 

３ 届出対象施設の設置者は、次に掲げる事項に変更があった場合は、変更後１月以

内に認可外保育施設事業内容等変更届出書（細則第１７条第３７号に定める様式

をいう。）を提出するものとする。 

 (1) 施設の名称及び所在地 

 (2) 設置者の氏名及び住所又は名称及び所在地 

 (3) 建物その他の設備の規模及び構造 

 (4) 施設の管理者の氏名及び住所 

４ 届出対象施設の設置者は、当該保育事業を休止又は廃止するときは、休止又は廃

止した日から１月以内に認可外保育施設廃止（休止）届出書（細則第１７条第３

８号に定める様式をいう。）を提出する。 

 （届出を行わない施設への措置） 

第８条 市長は、開設後１月を経過してもなお届出を行っていない届出対象施設を把

握したときは、当該施設の設置者に対し、文書により期限を付して届出を行うよ

う求めるものとする。 

（報告徴収） 

第９条 市長は、毎年、市内の全ての認可外保育施設の設置者又は管理者に対して、

認可外保育施設運営状況報告書（細則第１７条第３９号に定める様式をいう。）

により市長に報告するよう、回答期限を付して文書により求めるものとする。 

２ 市長は、認可外保育施設において次の各号に掲げる事例が発生した場合には、そ

の設置者又は管理者に対して、当該各号に定める様式により速やかに市長に報告

するよう求めるものとする。 

 (1) 当該施設の管理下において、死亡事案、重傷事故事案、食中毒事案等の重大な

事故が生じた場合 認可外保育施設における事故等報告書（様式第１号） 

 (2) 当該施設に、２４時間かつ週のうちおおむね５日程度以上入所している児童が

いる場合認可外保育施設における長期滞在児報告書（様式第２号） 

３ 市長は、前項に定める場合のほか、児童の処遇上の観点から施設に問題があると

考えられる場合には、当該施設の設置者又は管理者に対して、必要に応じて随時

市長に報告を求めるものとする。 



４ 市長は、届出対象外施設の開設を把握したときは、その設置者に対し認可外保育

施設設置報告書（様式第３号）により速やかに市長に報告するよう求めるものと

する。 

   第３章 立入調査 

 （立入調査の実施） 

第１０条 市長は、年度ごとに実施計画を定め、その職員をして定期的に認可外保育

施設に、又は必要があると認めるときはその事務所に立ち入り、その設備及び運

営について、設置者又は管理者に対して必要な調査又は質問（以下「立入調査」

という。）を行わせるものとする。 

２ 立入検査の対象は、届出対象施設（居宅訪問型保育事業を除く。）とし、年１回

以上実施するものとする。 

３ 立入調査は、原則として現地に出向いて行う。ただし、必要に応じて書面による

調査又は集団指導（研修を含む。）により行うことができる。 

４ 年度途中に新規に把握した施設については、実施計画に基づく調査以外であって

も、速やかに立入調査を行うよう努めるものとする。 

 （立入調査の手順） 

第１１条 市長は、届出対象施設であるか否かにかかわらず、問題を有すると考えら

れる施設について重点的に指導ができるように配慮して、立入調査の実施計画を

策定するものとする。 

２ 立入調査に当たっては、当該施設における帳票等の準備のために、設置者又は管

理者に対し、期日を事前通告するものとする。 

３ 立入調査の指導監督班は、指導監査室及び子育て施設課の職員２人以上で編成

し、その他必要に応じて、保育士、児童福祉司、心理判定員、児童指導員、保健

師、看護師、医師等の専門的知識を有する者を加えるものとする。 

４ 立入調査により指導監督を行う職員は、法第５９条第１項に規定する身分を証明

する証票を携帯しなければならない。 

５ 立入調査に当たっては、県と必要な連携を図るものとする。 

６ 防災上又は衛生上の問題等があると考えられる施設については、消防局、保健所

等と連携して指導を行う。 

７ 立入調査は、設置者又は管理者の立会いの下で行い、必要に応じて、保育従事者

その他当該施設の職員、施設を利用する児童の保護者等から事情を聴取する。 

８ 立入調査を行う職員は、必要と認められる事項について、立入調査の際に口頭で

助言、指導等を行う。 

９ 市長は、立入調査の結果について、立入調査実施後概ね１月以内に、文書により

当該施設の設置者又は管理者に通知する。 



 （特別立入調査の実施） 

第１２条 市長は、児童の処遇上の観点から施設に問題があると認められる場合に

は、届出対象施設であるか否かにかかわらず、随時、その職員をして認可外保育

施設及びその事務所に対する特別の立入調査を実施させるものとする。この場合

において、前条第２項に定める期日の事前通告は行わないものとする。 

  第４章 改善指導等 

 （改善指導） 

第１３条 市長は、立入調査の結果、指導監督基準に照らして改善を求める必要があ

ると認められる認可外保育施設に対し、第１１条第９項に定める立入調査の結果

の通知において改善すべき事項を通知し、概ね１月以内の回答期限を付して、文

書により改善状況報告及び改善計画の報告を求めるものとする。この場合におい

て、改善に時間を要する事項については、概ね１月以内に改善計画の提出を求め

るものとする。 

２ 市長は、改善指導に係る回答又は提出があった場合、その改善状況を確認するた

め、必要に応じ、その職員をして設置者又は管理者に対する出頭要請や施設又は

事務所に対する特別立入調査を行わせるものとする。回答期限又は提出期限が経

過しても報告又は提出がない場合についても同様とする。 

 （改善勧告） 

第１４条 市長は、改善指導を繰り返し行っているにもかかわらず、改善されず、又

は改善の見通しのない認可外保育施設を認めた場合には、法第５９条第３項に基

づく改善勧告を行うものとする。 

２ 市長は、改善勧告の内容を文書により認可外保育施設の設置者又は管理者あてに

通知し、概ね１月以内の回答期限を付して文書で報告を求めるものとする。 

３ 前項の場合において、市長は、建物の構造等から速やかな改善が不可能と認めら

れる場合は、移転に要する期間を考慮して適切な期限（３年以内とする。）を付

して移転を勧告する。 

４ 市長は、改善勧告を行う場合、必要に応じて、事前に、又は事後速やかに、県そ

の他の認可外保育施設を所管する地方公共団体、近隣の児童福祉施設等の関係機

関との間で、当該施設が運営を停止した場合に備えた利用児童の受入れ先の確保

等について調整を図る。 

５ 市長は、改善勧告を受けた設置者又は管理者から、当該改善勧告に対する報告が

あった場合は、その改善状況等を確認するため、速やかに特別立入調査を行う。

回答期限が経過しても報告がない場合についても、同様とする。 

６ 市長は、必要に応じて改善勧告に対する回答の期限内においても、当該施設の状

況の確認に努めるものとする。 



 （利用者に対する周知及び公表） 

第１５条 市長は、改善勧告の回答期限を過ぎても改善が行われていないことを確認

した場合には、当該施設の利用者に対し、改善勧告の内容及び改善が行われてい

ない状況について個別通知等により周知するとともに、施設の名称、所在地、設

置者又は管理者の氏名及び勧告の内容等について公表するものとする。 

 （事業の停止又は施設の閉鎖命令） 

第１６条 市長は、改善勧告を行ったにもかかわらず、改善が行われていない場合で

あって、かつ、改善の見通しがなく児童福祉に著しく有害であると認められると

き、又は改善指導若しくは改善勧告を行う時間的余裕がなく、かつ、これを放置

することが児童福祉に著しく有害であると認められるときは、前橋市社会福祉審

議会の意見を聴き、事業の停止を命ずるものとする。 

２ 市長は、設置者が前項の事業停止命令に従わないとき又は事業停止による改善が

期待されずに当該施設の運営の継続が児童の福祉を著しく害する蓋然性がある場

合は、設置者に対して施設の閉鎖を命ずるものとする。 

３ 市長は、前２項の規定により事業の停止又は施設の閉鎖を命ずるときは、当該施

設の設置者又は管理者に対し、弁明の機会を与えるものとする。この場合におい

ては、あらかじめ書面をもって、弁明をなすべき日時、場所及び当該処分をなす

べき理由を通知する。 

４ 市長は、事業停止命令又は施設閉鎖命令を行おうとする場合、必要に応じて、事

前に、又は事後速やかに、県その他の認可外保育施設を所管する地方公共団体、

近隣の児童福祉施設等の関係機関との間で、当該施設が運営を停止した場合に備

えた利用児童の受入れ先の確保等について調整を図る。 

５ 市長は、事業停止又は施設閉鎖命令を行った場合は、その名称、所在地、設置者

及び管理者名、処分の内容等について公表する。 

 （緊急時の対応） 

第１７条 市長は、児童の福祉を確保するため、次のいずれかに該当する場合で、緊

急を要すると認めるときは、第１３条及び第１４条の規定によらずに改善勧告を

行う。 

 (1) 著しく不適正な保育内容や保育環境である場合 

 (2) 著しく利用児童の安全性に問題がある場合 

 (3) その他児童の福祉のため特に必要があると認められる場合 

２ 市長は、児童の生命又は身体の安全を確保するために緊急を要する場合で、あら

かじめ前橋市社会福祉審議会の意見を聴く時間的余裕がないときは、当該手続を

経ないで、事業停止又は施設閉鎖を命じるものとする。この場合には、弁明の機

会の付与は行わないものとし、前橋市社会福祉審議会に対して、事後速やかに報



告するものとする。 

   第５章 証明書 

 （証明書の交付） 

第１８条 市長は、第４条第２項の指導監督を行った結果、当該施設が基準を満たす

と認めた場合には、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付につ

いて（平成１７年１月２１日雇児発第０１２１００２号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知）に基づき、証明書を交付する。 

 （証明書交付施設の立入調査） 

第１９条 削除 

   第６章 情報の提供等 

 （県等に対する情報提供） 

第２０条 市長は、報告徴収及び立入調査等の状況や改善指導を行った後の当該施設

の状況等について、必要に応じて県その他の関係機関に対して情報の提供を行う

ものとする。 

２ 市長は、地域住民に対して、認可外保育施設を担当する窓口について周知すると

ともに、認可外保育施設の状況についての情報を提供する。 

 （記録の整備） 

第２１条 市長は、認可外保育施設ごとに、届け出された事項、運営状況、指導監督

の内容等の必要な記録を整備するものとする。 

 （厚生労働省への報告） 

第２２条 市長は、第１４条、第１６条、第１７条の措置を講じた場合は、厚生労働

省に報告するものとする。 

 （その他） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年８月１１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年７月４日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



（様式１ 第９条関係） 

事故等について（報告） 

  年  月  日 

   前橋市長 宛   

 

                   住 所 

                    氏 名（又は名称）        印 

                   代表者 

 

 次のとおり、（死亡事案・重傷事故事案・食中毒事案・その他）について報告しま

す。 

 

記 

 

１ 【別紙１】のとおり 

 

２ 報告内容 

   第  報     

 

※「第１報」、「第２報」などの今回の事故に関する報告回数を報告すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


